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国務院、2030 年までの炭素排出ピークアウト行動計画を発表 
 

 

国務院は、2021 年 10 月 26 日、≪2030 年までの炭素排出ピークアウトに向けた行動計画の印刷・公布

に関する通知≫（国発[2021]23 号、以下、本計画）を公布し、2030 年までの炭素排出ピークアウト実

現に向けた主要目標、および重点任務として計 10 項目・43 措置を発表しました。 

 

本計画は、主要目標として、非化石エネルギー消費比率・エネルギー利用効率の引き上げ、二酸化炭素排

出の削減などを挙げており、2030 年までの非化石消費比率 25％前後達成や国内総生産（GDP）当たりのエ

ネルギー消費の 2005 年比 65％以上削減を掲げています。 

 

また、エネルギーのモデルチェンジ、工業分野、都市・農村建設、交通運輸など 10 方面における計 43

措置を「炭素排出ピークアウト 10 大行動」として挙げるとともに、国際提携および政策保障強化に関

する措置も明確化しました。 

 

 

＜本計画の概要＞ 

１.主要目標 

2025 年まで 

 炭素排出ピークアウト実現のための堅実な基礎を確立 

・ 非化石エネルギー消費比率を 20％前後へ 

・ 国内総生産（GDP）当たりのエネルギー消費を 2020 年比で 13.5％削減 

・ 国内総生産（GDP）当たりの二酸化炭素排出を 2020 年比で 18％削減 

2030 年まで 

 2030 年までの炭素排出ピークアウト達成目標を円滑に実現 

・ 非化石エネルギー消費比率を 25％前後へ 

・ 国内総生産（GDP）当たりのエネルギー消費を 2005 年比で 65％以上削減 

 

 

２.「炭素排出ピークアウト 10 大行動」 

①エネルギーのグリーン・低炭素化へのモデルチェンジ 

 石炭消費からの代替およびモデルチェンジ・アップグレードを推進し、火力発電の旧時代的な生産能

力を秩序立って淘汰 

 新エネルギーを強力に発展させ、風力発電・太陽光発電を全面推進 

 水力発電を「因地制宜（土地の事情に合わせて適当な方法をとること）」式で開発し、原子力発電を積

極的・安全・秩序的に発展させ、石油ガス消費を合理的に抑制 

 新エネルギーの占用率を引き上げる新型電力システムを構築し、クリーン電力資源の広範囲かつ合理

的な配置を推進 
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＜具体的な数値目標＞ 

2025 年まで 
・ 「十四五」期間（2021-25 年）に容量 4,000 万 kW前後の水力発電機を新設 

・ 新型エネルギー蓄積設備の容量 3,000 万 kW 以上を達成 

2030 年まで 

・ 風力発電・太陽光発電の総設備容量 12 億 kW 以上を達成 

・ 「十五五」期間（2026-30 年）に容量 4,000 万 kW前後の水力発電機を新設 

・ 揚水発電所の容量1.2億kW前後を達成、基本的に省レベルの電力網は5％

以上のピーク負荷対応能力を具備 
 

②省エネ・炭素排出削減の相乗効果 

 エネルギー使用の予測管理を推進し、固定資産投資プロジェクトの省エネ審査を強化 

 高エネルギー消費・高汚染排出のプロジェクトの集中度が高い園区を重点として、エネルギーシステ

ムの最適化・カスケード利用を推進 

 電気モーター・ファンなどの重点エネルギー使用設備のエネルギー効率基準を全面的に引き上げ 

③工業分野における取り組み 

 産業構造を最適化し、旧時代的な生産能力の排除を加速し、戦略的新興産業を強力に発展 

 鉄鋼・非鉄金属・建材・石油化学および化学工業の炭素排出ピークアウトを推進 

 高エネルギー消費・高汚染排出のプロジェクトに対してリスト管理・分類処理・動態的監視を実行 

＜具体的な数値目標＞ 

2025 年まで 
・ 国内の原油一次加工能力を 10 億ｔ以内に抑制し、主要製品の生産能力利

用率を 80％以上まで引き上げ 
 

④都市・農村建設における取り組み 

 建築効率レベルの向上を加速し、建築における省エネ・市政のインフラなどの基準更新を加速 

 再生可能エネルギーの建築への応用を深化、太陽光発電と建築の一体化型応用を普及 

 農村家屋の省エネ化への改造を加速、クリーン暖房を推進、エネルギー使用の電気化レベルを向上 

＜具体的な数値目標＞ 

2025 年まで 

・ 都市の新規建築物に対してグリーン建築基準を全面的に執行 

・ 都市建築の再生可能エネルギー代替率 8％を達成、新築の公共機関の建築

物・新築の工場の屋上太陽光発電のカバー率 50％を達成 
 

⑤交通運輸における取り組み 

 電力・水素エネルギー・天然ガス・先進的バイオ燃料などの新エネルギー・クリーンエネルギーの交

通運輸分野における応用を積極的に拡大 

 スマート交通を発展させ、各運輸手段の分担・連動を推進し、空運転や非合理的な輸送を削減 

 交通インフラの計画・建設・運営・保護の面で全面的にエネルギー消費・炭素排出削減を図り、グリ

ーン交通インフラの建設を加速 
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＜具体的な数値目標＞ 

2025 年まで 
・ 「十四五」期間（2021-25 年）、コンテナ鉄道‐水上一貫輸送量を年間平

均 15％以上増加 

2030 年まで 

・ 当年の新規新エネルギー・クリーンエネルギーを動力とする交通手段率

40％前後を達成、交通機関の換算循環量炭素排出度を 2020 年対比 9.5％

前後減、国家鉄道の換算循環量総合エネルギー消費の 2020 年対比 10％減

を達成 

・ 陸上交通運輸の石油消費を 2030 年までにピークアウト 

・ 常住人口 100 万人以上の都市の「緑色出行（環境対する影響が小さい移

動方法）」70％以上を実現 

・ 民間空港内の車両設備などの全面電動化を実現 
 

⑥循環型経済による炭素排出削減 

 産業園区の循環化発展を推進し、園区の空間的配置を最適化し、園区の循環化に向けた改造を実施 

 大量固体廃棄物の総合利用を強化し、資源の循環利用体系を整備し、生活ごみの減量化・資源化を推進 

＜具体的な数値目標＞ 

2025 年まで 

・ 大量固体廃棄物の年間利用量 40 億ｔ前後を達成 

・ 鉄鋼くず・銅くずなどの 9 種類の主要再生資源の循環利用量 4.5 億ｔを

達成 

・ 都市生活ごみの資源化利用率を 60％前後まで引き上げ 

2030 年まで 

・ 省級以上の重点産業園区は、すべて循環型に改造 

・ 大量固体廃棄物の年間利用量 45 億ｔ前後を達成 

・ 上記 9種類の主要再生資源の循環利用量 5.1 億ｔを達成 

・ 都市生活ごみの資源化利用率を 65％まで引き上げ 
 

⑦科学技術イノベーション 

 国家重点研究開発計画において、重要技術研究・モデルなどの重点専門項目を設置し、低炭素/カーボ

ンゼロ・カーボンネガティブの重要かつ革新的技術を攻略 

 イノベーション能力の構築・人材育成を強化し、関連国家実験室および国家技術イノベーションセン

ターを組織・建設 

 応用基礎研究を強化し、先進的な適正技術の研究開発および普及・応用を加速 

⑧炭素吸収源能力の向上 

 生体保護修復重大事業を実施し、生態系の炭素吸収源力を向上 

 グリーン・低炭素・循環型農業を強力に発展させ、「農光互補（農業への太陽光発電の活用）」・「太陽

光発電＋施設型農業」・「洋上風力発電＋海洋牧場」などの低炭素農業モデルを推進 

＜具体的な数値目標＞ 

2030 年まで ・ 全国の森林カバー率 25％前後を達成、森林蓄積量 190 億㎥を達成 
 



          

         4 

SMBC (CHINA) NEWS No.21-35

⑨グリーン理念の国民への周知・普及 

 生態文明教育を強化し、炭素排出ピークアウト・カーボンニュートラルの基礎知識を普及させ、グリ

ーン・低炭素ライフスタイルを推進 

 企業のグリーン・低炭素発展の要求に対する自主的な対応を指導し、環境に対する社会的責任を強化 

⑩各地区での取り組み 

 各地の実情・資源環境の天性に基づき、分類施策・「因地制宜」式で炭素排出ピークアウトを推進 

 各省・自治区・直轄市の人民政府は、実情に合致かつ実行可能な炭素排出ピークアウトのスケジュー

ル・ロードマップなどを制定 

 

 

３.国際提携および政策保障 

国際提携 

 グローバルな気候変動対応への高度な参加、各方面が≪気候変動に関する国際連合

枠組条約≫および≪パリ協定≫を全面的に履行するよう推進 

 グリーン経済貿易・技術と金融の連携を実施 

 グリーン「一帯一路」構想を推進 

政策保障 

 統一かつ規範的な炭素排出統計計算体系の構築 

 グリーン・低炭素発展に資する法律体系を構築し、エネルギー法・省エネ法・再生

可能エネルギー法・循環型経済促進法などの制定・改定を推進 

 グリーンローン・グリーンエクイティ・グリーンボンド・グリーン保険・グリーンフ

ァンドなどの金融ツールを発展させ、炭素排出削減への支援ツールを設置し、金融機

関のグリーン・低炭素プロジェクトへの長期間・低コストな資金提供を指導 

 市場化メカニズムの構築・整備し、全国炭素排出取引市場の役割を発揮し、さらに

付帯制度を完備 

 

以 上 
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